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〔
政

令
〕

〇
在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
在

勤
基
本
手
当
の
額
、
住
居
手
当
に
係
る
控

除
額
及
び
限
度
額
並
び
に
子
女
教
育
手
当

に
係
る
自
己
負
担
額
を
定
め
る
政
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令
（
二
一
六
）

〔
省

令
〕

〇
労
働
施
策
の
総
合
的
な
推
進
並
び
に
労
働

者
の
雇
用
の
安
定
及
び
職
業
生
活
の
充
実

等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
厚
生
労
働
一
三
一
）

〇
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る

被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
農
林
水
産
・
環
境
四
）

〔
告

示
〕

〇
道
路
交
通
法
の
規
定
に
よ
る
全
国
交
通
安

全
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー
と
し
て
指
定
し
た

法
人
の
代
表
者
の
氏
名
等
の
変
更
の
件

（
国
家
公
安
委
四
三
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
一
五
五
）

〇
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い

に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
七
条
の
規
定
に

よ
る
承
認
を
し
た
件
（
同
一
五
六
）

〇
労
働
施
策
の
総
合
的
な
推
進
並
び
に
労
働

者
の
雇
用
の
安
定
及
び
職
業
生
活
の
充
実

等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
一
条
の
四

第
九
項
の
規
定
に
基
づ
き
同
条
第
八
項
に

規
定
す
る
控
除
額
を
変
更
す
る
件

（
厚
生
労
働
二
九
〇
）

〇
労
働
施
策
の
総
合
的
な
推
進
並
び
に
労
働

者
の
雇
用
の
安
定
及
び
職
業
生
活
の
充
実

等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
一
条
の
四

第
五
項
か
ら
第
七
項
ま
で
の
規
定
に
基
づ

き
同
条
第
五
項
に
規
定
す
る
自
動
変
更
対

象
額
を
変
更
す
る
件
（
同
二
九
一
）

〇
船
員
と
な
ろ
う
と
す
る
も
の
に
関
し
て
、

国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
就
職
促
進
手
当

等
の
算
定
方
法
を
定
め
る
件

（
国
土
交
通
一
〇
六
三
〜
一
〇
六
六
）

〇
船
員
と
な
ろ
う
と
す
る
も
の
に
関
し
て
就

職
促
進
手
当
の
日
額
の
算
定
に
当
た
り
、

国
土
交
通
大
臣
が
収
入
の
一
日
分
に
相
当

す
る
額
か
ら
控
除
す
る
額
を
定
め
る
件

（
同
一
〇
六
七
〜
一
〇
七
〇
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

内
閣
府

法
務
省

〔
官
庁
報
告
〕

国
家
試
験

第
三
十
六
回
管
理
栄
養
士
国
家
試
験
の
施
行

（
厚
生
労
働
省
）

航
空
従
事
者
技
能
証
明
等
に
関
す
る
試
験
の

施
行
（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁行

政
手
続
法
第
十
五
条
第
三
項
の
規
定
関

係
裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、
特
別

清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

令
和
二
年
度
内
閣
共
済
組
合
の
決
算
関
係

会
社
そ
の
他

◇
在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
在
勤
基
本
手
当

の
額
、
住
居
手
当
に
係
る
控
除
額
及
び
限
度
額
並
び
に

子
女
教
育
手
当
に
係
る
自
己
負
担
額
を
定
め
る
政
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令（
政
令
第
二
一
六
号
）（
外
務
省
）

１

在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
に
支
給
す
る
在

勤
基
本
手
当
の
額
を
改
定
す
る
こ
と
と
し
た
。（
別
表
第

一
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
令
和
三
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る

こ
と
と
し
た
。
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